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１．グローバルアジェンダ／クラスター事業戦略
とは
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SDGs ゴール６

協力方針

||

クラスター
事業戦略

②

実践的統合

水資源管理

目標 ＝ 水資源を適切に管理し、全ての人々が飲料水等として利用できる社会を目指す。

クラスター事業戦略「実践的統合水資源管理」の位置づけ

ターゲット6.1 安全で安価な飲料水への普
遍的かつ平等なアクセス

水利用効率改善、淡水の
持続可能な取水と供給

あらゆるレベルでの
統合水資源管理の実施

JICA
全体

JGA
⑲

持続可能な
水資源の確
保と水供給

① 水道事業体成長支援

② 地域の水問題を解決する

実践的統合水資源管理

課題別事業戦略 ＝ JICA Global Agenda（JGA）

JGA ⑲「持続可能な
水資源の確保と水供給」

ミッション

・人間の安全保障
・質の高い成長

ビジョン

「信頼で
世界をつなぐ」

協力方針 ＝ クラスター事業戦略

ターゲット6.4

ターゲット6.5

地域・流域レベルでの
統合水資源管理の導入・実践

全国レベルでの
統合水資源管理を推進する政策・制度の導入

水資源管理に責任を
負う主体の強化

利害関係者の合意形
成メカニズム（協議

体）の強化

法制度
戦略

計画

モニタリ
ング

情報公開

予算

資金調達

直接アウトカム 中間アウトカム 最終アウトカム

水資源の
確保/利用に
係る問題が
継続的に

解決されている

統合水資源管理
を導入している
地域・流域が
増加している

統合水資源管理
を推進する
政策・制度が
全国的に導入
されている 4
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JICA Global Agenda(JGA)、クラスター事業戦略とは

出典：J_09.pdf (jica.go.jp)

課題別事業戦略 ＝ JICA Global Agenda（JGA）

① 水道事業体成長支援

② 地域の水問題を解決する
実践的統合水資源管理

協力方針 ＝ クラスター事業戦略

多様な力を結集し、
複雑化する

世界の課題に挑む

SDGsへの貢献

Agenda Setting Platform

Market Creation Finance Mobilization

ともに達成すべき

目的・目標を設定
多様な人や情報の

共創の場を構築

ビジネスの機会を創出 課題解決のための

資金を動員

国内外の

多様なパートナーと
協働・共創し、
開発課題への

インパクトを最大化

JGAの目的・目標

https://www.jica.go.jp/Resource/about/report/2022/glkrjk00000099zm-att/J_09.pdf
https://www.jica.go.jp/Resource/activities/issues/water/ku57pq00002cybbn-att/water.pdf
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２．クラスターの目的と概要
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クラスター事業戦略「実践的統合水資源管理」の目的と概要

全ての人々が安心して持続可能な水資源の確保・利用ができる社会

を実現するため、

利害関係者の対立を解消し、関連する複数のセクターを総合的に考慮に入れ、

地域の水問題を継続的に解決できる状態の構築

を目指す。

そのために、日本の水資源の経験・知見・技術を活用して、

➢ 地域・流域レベルでの責任主体と協議体の強化

➢ 実践を通じた課題解決のプロセスのスパイラルアップ

➢ 地域・流域レベルでの実践と、全国レベルでの政策・制度の強化

を推進する。

統合水資源管理の実践による水資源の確保・利用の課題解決

【2030年までの目標】
（地域・流域レベル）10以上の地域・流域での実践により、2億人以上に裨益する。
（全国レベル）200人以上の行政官が育成される。
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利害関係者の対立を解消し、
関連する複数のセクターを総合的に考慮に入れ、
地域の水問題を継続的に解決できる状態を作る。

統合水資源管理

クラスター事業戦略「実践的統合水資源管理」の概要

直接アウトカム 中間アウトカム 最終アウトカム

持続可能な

水資源の確保・

利用ができる

社会の実現

統合水資源管理
を導入している
地域・流域が
増加している

ビジョン

水資源の

確保・利用に

係る問題が

継続的に

解決されている

統合水資源管理
を推進する
政策・制度が
全国的に導入
されている

統合水資源管理
スパイラル

責
任
主
体

政
策
官
庁

地
域
・流
域
レ
ベ
ル

全
国
レ
ベ
ル

利
水

水
環
境
保
全

洪水被害

水質汚濁

生物多様性
の減少

地下水位低下

水力発電ポテン
シャルの未利用

治
水

水不足

水源水質悪化
塩水化

土砂災害

浸水被害

流域の荒廃

漁業資源の減少

地盤沈下

水資源の確保・利用
の問題（水問題）

地域・流域レベルでの
統合水資源管理の導入

全国レベルでの
統合水資源管理を推進す
る政策・制度の導入

水資源管理に責任
を負う主体の強化

利害関係者の合意
形成メカニズム（協
議体）の強化

法制度
戦略

計画

モニタリ
ング

情報公開

予算

資金調達

責任主体と
協議体の協働

協
議
体

【2030年までの目標】
（地域・流域レベル）10以上の地域・流域での実践により、2億人以上に裨益する。

（全国レベル）200人以上の行政官が育成される。

責任主体…地域・流域での水資源の開発・管理
の調整や実行に責任を負う機関

協議体…地域・流域の水資源を巡る課題解決
のための合意形成メカニズム

政策官庁…全国レベルでの水資源の開発・管理
を所掌する中央政府・官庁等

統合水資源管理
スパイラル
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目標 ６
＝ すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する

目標 ６のターゲット

6.1 2030年までに、すべての人々の、安全で安価な飲料水の普遍的かつ衡平な
アクセスを達成する。

6.4 2030年までに、全セクターにおいて水利用の効率を大幅に改善し、淡水の
持続可能な採取及び供給を確保し水不足に対処するとともに、水不足に悩む
人々の数を大幅に減少させる。

6.5 2030年までに、国境を越えた適切な協力を含む、あらゆる
レベルでの統合水資源管理を実施する。

6.A 2030年までに、集水、海水淡水化、水の効率的利用、排水処理、リサイクル・再利用技術
を含む開発途上国における水と衛生分野での活動と計画を対象とした国際協力と能力
構築支援を拡大する。

6.B 水と衛生の管理向上における地域コミュニティの参加を支援・強化する。

【他関連SDGs】

クラスター事業戦略「実践的統合水資源管理」に関係するSDGs
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統合水資源管理（IWRM）とは

以下を総合的に考慮しながら、地域の水問題を継続的に解決できる状態を作る。

① 水循環における水のあらゆる形態・段階

② 水に関連する様々な部門

③ あらゆるレベルの利害関係者を含む民主的な参加型アプローチ

「水や土地、その他関連資源の調整をはかりながら開発・管理していくプロセス」
「その目的は、欠かすことのできない生態系の持続発展性を損なうことなく、
結果として生じる経済的・社会的福利を公平な方法で最大限にまで増大させる
ことにある。」

Global Water Partnership (GWP) による定義

政府開発援助（ODA）白書（2006年版）

利害関係者の対立を解消し（コンフリクト・マネジメント）、
関連する複数のセクターを総合的に考慮に入れ、
地域の水問題を継続的に解決できる状態を作る。

統合水資源管理

10



本クラスター事業戦略による取組

地域・流域レベルでの
統合水資源管理の導入

全国レベルでの
統合水資源管理を推進する政策・制度の導入

水力発電の開発

水質汚濁規制導入

生態系の保全

治水施設・河川施設の
整備

水資源開発、給水施設
整備、漏水削減

ダムの堆砂対策・
再開発

利水

水環境
保全

資源・エネルギー

環境管理

自然環境保全

防災・復興を通じた
災害リスク削減

水資源の確保と
水供給

防災・復興を通じた
災害リスク削減

課題に対する主な解決策と
関連するJICAグローバル・アジェンダ

洪水被害

水質汚濁

生物多様性の減少

地下水位の低下

【本質的要因】

⚫ 利水者間の対立

⚫ 上下流の対立

⚫ 目的間の
トレードオフ

⚫ 科学的データの
不足

⚫ 合意形成の
仕組みの欠如

⚫ 条例・制度の
不足

⚫ 戦略・計画の
不足

⚫ 情報の非公開

⚫ 財源の不足

水力発電ポテンシャル
の未利用

水資源の確保・利用に関する主な問題

治水

水不足

水源水質悪化、塩水化

土砂災害

浸水被害

流域の荒廃

漁業資源の減少

地盤沈下

汚水処理施設整備 環境管理

流域・集水域の保全 自然環境保全

地下水揚水規制と
代替水源の確保

水資源の確保と
水供給

節水灌漑・営農改善 農業・農村開発

利害関係者の対立を解消し、
関連する複数のセクターを総合的に考慮に入れ、
地域の水問題を継続的に解決できる状態を作る。

統合水資源管理

水資源管理に責任を
負う主体の強化

（例：河川管理者、
地方自治体）

利害関係者の合意形
成メカニズム（協議

体）の強化

（例：協議会、公聴会）

法制度

（水利権
を含む）

戦略・
計画

モニタ
リング・
情報公
開

予算・
資金調
達

分断 ・ 対立 ・ トレードオフ 合意に基づく調和のとれた対策啓発、能力強化・計画策定、解決策実施

クラスター事業戦略の位置づけと必要性
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３．途上国における課題の現状と
JICAの協力アプローチの変遷
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地球上の水資源の循環

ある瞬間に河川を
流れている水量 2,000km3

年間流出量 45,500km3/年 3,800km3/年

河川への流出量は、

現在の取水量よりも

はるかに大きい。

＞

しかし、時間的・空間的
に偏在しており、

水不足や洪水等の問題
が発生。

（出典： 東京大学 沖大幹教授）

年間取水量

年間取水量

13

それらの問題に対処

するため、

統合的な水資源管理が
重要。



逼迫する水需給 ・ 高まる水ストレス

（出典：Charting Our Water Future, The 2030 Water Resources Group の図を編集）

◼国連の推計では、2015年時点で水不足の影響を受けている人々は29億人以上。

◼2030年には、水需要に対して水資源が40％不足するという試算もあり、水需給の
逼迫は深刻。
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水資源の偏在

◼水ストレス（利用可能な水量に対する取水量の割合）が高いのは、元々降水量が少な
い中東、南・中央アジアに加えて、人口が集中しているアジアの都市域。また、国際河
川流域を巡る緊張が高まっている。

80％-

40-80％

20-40％

10-20％

-10％

Arid & Low water use

データなし

【凡例】

出典：AQUEDUCT GLOBAL MAPS 3.0

15



気候変動が水循環に与える影響

出典：環境省 IPCC 第6次評価報告書の概要P49

地球温暖化が続くと、世界の水循環において降水量や蒸発量の増加を
もたらし、洪水や干ばつなどの現象が激化すると予測される。
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気候変動が水循環に与える影響

出典：環境省 IPCC 第6次評価報告書の概要P49

世界の水循環が地球規模の気温上昇とともに強まり続け、
乾燥や湿潤の変化が大きくなり、変動も大きくなると予測される。
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途上国において深刻化する水資源管理の課題

⚫ 水資源は循環しているが、空間的、時間的な偏在により、渇水や洪水が発生

⚫ 途上国における水需給のひっ迫
➢ 人口増加、都市化、生活水準の向上による水使用量原単位の増加
➢ 灌漑農地の拡大（世界の水使用の8割は農業用水。フードロス削減や節水灌漑などが重要な水資
源問題の解決策）

⚫ 気候変動の影響
➢ 乾燥や湿潤などの年平均降水量の変化が大きくなり、変動も大きくなる
➢ アジア内陸の一部とアフリカ南部では、干ばつと極端な大雨が増加
➢ 降雨の変化・極端化、積雪の減少、氷河の融解、海面上昇、沿岸部の淡水資源の塩水化

⚫ 水資源をめぐる紛争、問題
➢ 上下流問題、国際河川・湖沼、越境地下水：水の取り合い、利害の対立
➢ 渇水、洪水以外にも地下水位の低下、地盤沈下、水質汚濁、生態系への影響等
➢ 利害関係者や関係するセクターが複数にわたり、トレードオフの関係

⚫ 開発上の諸課題
➢ 水量、水質等基本的データや水に起因する各種問題に関する科学的知見の不足
➢ 多くの利害関係者やセクターを調整しつつ水資源の管理を行う責任主体の不在や能力不足
➢ 合意形成を促す協議メカニズムの不在

18

有効な対策を講じることができない結果、
水資源管理の課題が深刻化する恐れがある。



統合水資源管理実施の度合い (0から100でスコアリング)

2030年までに、必要に応じて国際流域における協力を含む、
全てのレベルにおいて、統合的水資源管理を実施する。

指標6.5.1

ターゲット6.5

カテゴリー 評価項目（全体で33項目）

①政策環境
（7項目）

 国家レベルでの政策、法律、計画の策定、活用状況
 地方自治体等の国家以外の主体における政策、規則の策定、活用状況、等

②組織・参加
（11項目）

 異なるセクターを代表する政府機関間の調整の状況
 組織、学術機関、市民団体、個人、民間セクター等の参加の状況、等

③管理手段
（9項目）

 国家レベルでの水資源のモニタリングの実施状況
 国家レベルでの水需要管理、水利用モニタリング、水配分等の管理の実施状況

 国内でのデータ、情報の共有状況、等

④資金調達
（6項目）

 インフラ、ソフト面に対する国家予算の配賦、執行状況
 ソフト面に対する収入（料金、税金、課徴金等）の状況、等

SDGsゴール6 ターゲット6.5 統合水資源管理（IWRM）
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⚫ ターゲット6.5の達成は現在のペースでは困難。2030年の統合水資源管理の実施状況のスコア100点を
目指しているのに対し、2023年現在の実施状況の平均は57点（2020年は54点）。

⚫ 2017-2020-2023年でいずれもモニタリングデータの報告を行った137か国のうち、スコアが上がった
国は111か国だが、10点以上上がった国は15か国、カテゴリーが上がった国は32か国に留まり、120か
国は進捗が限定的。一方、2023年のモニタリングデータの報告を行った183か国のうち、スコアが50点以
下の国（カテゴリーがMedium-low以下の国）は、71か国（39％）（2020年時点は87か国（47%））。

⚫ スコアが高まることで、カテゴリーが低い国が減少するということは、統合水資源管理を推進する体制（利害
関係者の参加を確保する仕組みやセクター間の利害調整を行う制度など）が整うということを意味する。

指標6.5.1 2023年時点でのモニタリング結果

SDGsゴール6 ターゲット6.5 統合水資源管理（IWRM）

20

指標6.5.1

IWRM実施カテゴリー

（）内は6.5.1 スコア範囲

IWRM Data Portal - Interactive Map (unepdhi.org)


21

JICAの統合水資源分野における協力アプローチの変遷

⚫ 多様な水資源の利用目的や、利水、治水、水環境を包括的に対象とした、長期基本計画
の策定や事業の実行可能性調査（フィージビリティスタディ。F/S）を実施（開発調査）。

⚫ その成果を用いた円借款による施設建設事業（ダム建設、河川改修、灌漑施設整備等）
も多数実施。

１ 流域単位での総合的な水資源管理計画策定の支援

インドネシア国ブランタス川に対する協力

ハード対策を重視

治水と灌漑を目的とする
多目的ダムの建設や河川改修

ハード＋ソフト

河川法、組織、予警報システム

ソフト対策中心

費用負担、住民参加、公社設立

第１次

第２次

第３次

第４次

ブランタス川総合開発計画調査

ブランタス川流域水資源開発調査

ウィダス川流域開発計画調査

ブランタス川流域
水資源総合管理計画調査

1961

1972

1984

1997

21
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⚫ 水利用の競合や水供給能力の不足、関連諸機関の活動や機能の重複、水資源のモニタ
リングや配分を含む水管理の能力不足などが背景。

⚫ 水資源開発・管理に係る政策・計画の統合を目指したという視点からは、統合水資源管
理の考え方を具現化しており、先駆けとなる。

⚫ 一方で、施設整備中心の「水資源開発」をより重視するために、以下のような組織・制
度・人材等を含む「水資源管理」における課題も。

➢ 多様な提言がなされているものの概念的な内容にとどまっている。

➢ 行政を主要なターゲットとしており、他のステークホルダーの巻き込みが弱い。

➢ 提言された内容が必ずしも十分に実現に至っていない例がある。

２ 全国水資源管理基本計画策定の支援

アジア フィリピン ベトナム マレーシア

アフリカ ケニア コートジボワール ザンビア

東欧 ブルガリア マケドニア

ナイジェリア

全国水資源管理基本計画の策定を支援した国

JICAの統合水資源分野における協力アプローチの変遷
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３

ボリビア

コチャバンバ県統合水資源管理能力強化
プロジェクト

⚫ 同国第3の人口を持つコチャバンバ大都市圏の中心
地域にあるロチャ川流域が対象。

⚫ 水不足、地下水位低下、水質汚濁などの問題。
⚫ 利害関係者の協働体制の強化、法制度改善、モニタ
リング体制構築などの協力を実施。

スーダン

統合水資源管理能力強化プロジェクト

⚫ 連邦政府による全国を対象とした統合水資源管理
の実践の支援（法制度や組織体制、水収支の評価、
問題分析、計画策定等）。

⚫ パイロット地域における統合水資源管理の実践。

インドネシア

ジャカルタ地盤沈下対策プロジェクト

⚫ 首都ジャカルタの地盤沈下対策が対象。
⚫ 地盤沈下対策委員会の設置、利害関係者の理解の
促進、モニタリング体制の整備、アクションプランの
策定等。

統合水資源管理の実践に対する近年の国際協力の事例

JICAの統合水資源分野における協力アプローチの変遷

統合水資源管理の考え方に基づき、地域の具体的な水資源をめぐる
課題の解決に向けて、能力強化を行う協力を実施

23
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４．クラスター事業戦略のシナリオ

24



当初の状態 直接アウトカム

水資源の確保・利
用に係る問題が継
続的に解決されて

いる。

責
任
主
体

政
策
官
庁

（
活
動
・
施
策
）

ソ
リ
ュ―

シ
ョ
ン

政策策定能力の向上

・ 法制度の必要性の分析
能力、立案能力強化
・ 戦略・計画策定能力強化
・ 政策立案にあたっての
利害調整能力強化

政策実施能力の
向上

・ データ収集、
モニタリング
能力強化
・ 民主的プロセ
スの促進
・ 他ドナーとの
交渉を含む、
予算確保能力
強化

水資源問題の調査・分析能力の向上

中間アウトカム 最終アウトカム

統合水資源管理を
導入している

地域・流域が増加している。

統合水資源管理を推進する政
策・制度が全国的に導入されて

いる。

他パートナーとのコレクティブ・インパクト

合意した解決策が実施
される。

解決策が協議され、合
意が形成される。

問題に対する利害関係者
の共通認識が醸成される。

問題に対する自然的・社
会的理解が深まる。

協議体が正式に形成され
る。

問題とその利害関係者の
関係が理解される。

利害関係者/機関が集まる協議体
が強化される。

水資源管理に責任を負う主体が
強化される。

課題の解決に必要な
予算確保と資金調達
の制度が導入される。

政府レベルでの情報公
開がなされる。

政府レベルでのデータ
の収集、モニタリング
が行われる。

政府レベルでの戦略・計画が策
定される。

政府レベルでの法制度（水利権
制度を含む）が整備される。統合水資源管理に基づい

てコンフリクトを解決する
必要性（社会的合意形成
の必要性を含む）が認識
される。

協
議
体

水資源の確保・利用を巡る
地域・流域の問題が
解決できない

利害関係者との関係が
構築できていない、利害
関係者間の信頼がない

水資源や問題の状況が
把握できていない

解決策がわからない、意
思決定できない、対策を
実施できない

統合水資源管理を推進する
政策・体制が整っていない

統合水資源管理（社会的
合意形成を含む）の必要
性が理解されていない

統合水資源管理の推進
に必要な要素が整ってい
ない

強化すべき7つの要素

①条例・制度、②戦略・計画、
③協議体運営能力、④データ・
モニタリング、⑤情報公開、

⑥財源・資金調達、⑦事業実行力

強化すべき３つの要素

①協議体の制度化、②合意形成
を導く運営ルールの確立、③協
議体/メンバーの事業実行力

セオリー①
統合水資源管理
スパイラル

セオリー②
責任主体と
協議体の協働

地域・流域で
の好事例が
全国に共有さ
れる。

地域・流域で
全国的な制
度の実践が
定着する。

パイロット流
域・地域での
適用が行わ
れる。

好事例に基
づく全国レベ
ルでの制度
化がなされる。

セオリー①
統合水資源管理
スパイラル

統合水資源管理の実践の支援

・ 水資源問題を解決するための事
業の実行
・ 実践結果の制度へのフィードバッ
ク
・ 全国レベルでの制度の施行能力、
地域・流域への適用能力強化

解決策の実施能力の向上

・ 意思決定プロセスの明
確化、合意形成マネジメ
ント能力強化
・ 他ドナーとの交渉を含む、
予算確保能力強化
・ 事業実施能力の強化

責任主体と協議体
の能力向上

・ 責任主体の能
力強化
・ 協議体の能力
強化
・ 水資源管理の
基本方針及び
解決策オプショ
ンの立案能力
強化

責任主体…

地域・流域において、水資源の開
発・管理の調整や実行に責任を負
う機関

協議体…

地域・流域の水資源を巡る課題解
決のための合意形成メカニズム

政策官庁…

全国レベルでの水資源の開発や
管理を所掌する中央政府・官庁等

地
域
・流
域
レ
ベ
ル

全
国
レ
ベ
ル

・ 統合水資源管理プロセスの
理解
・ 水資源と社会の相互関係の
理解
・ 水資源を巡る問題、原因、因
果関係等の整理･分析能力強
化
・ 水資源の現状把握能力強化
・ 合意形成メカニズム（協議
体）の立ち上げ

啓発期 解決策実施期能力強化・計画策定期

実践的統合水資源管理の開発シナリオ概念図
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日本の水資源管理の経験

古来からの開発

近代化

戦後復興

気候変動対策

灌漑用水の開発

治水を中心とした開発

国直轄の治水事業、上下水道
整備、電力開発

水害の頻度や強度の増加、
流域治水

高度経済成長
水不足に対応した水資源開発、

多目的ダム

持続的な
水資源管理へ

上流と下流の
農民の争い

河川の右岸と
左岸の対立

電力事業者と
利水者の衝突

水不足

日本のSDGs指標

6.5.1：95点
（2023年）

新河川法等：
主要河川は国が管
理＆協議体による
セクター間調整

河川法：
河川管理者を制定

特定多目的ダム法

利害関係対立
情報公開不足

河川法改正：
方針・計画策定＆
河川環境整備/保全

水循環基本法：
統合水資源管理の

推進

公害、地盤沈下、都市洪水、
環境問題への関心、住民参加

26



経験を踏まえた、日本の統合水資源管理

責任主体 … 地域・流域の水資源管理（開発・調整・実行）に責任を持つ主体

協議体 … 地域・流域の水資源課題の解決のための合意形成メカニズム

⚫ 水利権の管理、取水状況の把握

⚫ 取水許可、違反者への罰則等の権限

⚫ 渇水調整の促進、ダム運用

⚫ 流域の利害関係者の参加

⚫ 情報公開

責
任
主
体

政
策
官
庁

地
域
・流
域
レ
ベ
ル

全
国
レ
ベ
ル

協
議
体

河川管理者 ⚫ 水資源管理計画、流域管理計画の策定

⚫ 水資源の開発/治水/環境保全事業等の推進

⚫ 科学的データの蓄積

流域委員会 ⚫ 民主的なプロセスによる議論、合意形成

⚫ 多様な利害関係者の協働

政策官庁 … 全国レベルでの水資源管理を所掌する中央政府・官庁

法制度 ⚫ 法制度により、河川管理者を中心とした流域水資源管理、利害調整、水利権制度を実現。

戦略・計画

⚫ 法律・条例に基づくモニタリングで規制の実効性を担保。データに基づく施策を実施。モニタリング

⚫ 公共事業の透明化、流域委員会等の住民との協議、地域社会・民間関与等を実現。情報公開

⚫ 法的に位置づけられた水資源開発計画の下で、長期間の安定した予算措置。

⚫ 利水事業者間の費用負担や各省庁から補助制度など、多様な資金調達方法を確立。

地域・流域での実践を
全国レベルへ展開

予算確保・
資金調達

⚫ 上位計画と整合し、流域の特性、慣行に応じた河川整備計画、流域水循環計画を策定。

27



出典：UNESCO. IWRM Guidelines at River Basin Level, Part 1, Principles. 2009.

対処しやすい問題解決のプロセスを繰り返すことで、
徐々に複雑で高度な問題に対応できるよう発展していく

セオリー①：統合水資源管理スパイラル

① 統合水資源管理の必要性に気づき（Recognizing）、
問題を特定する（Identifying）。

②問題解決の方法を構想する（Conceptualizing）。

③ 利害関係者と調整（Coordinating）しながら、
具体的に計画する（Planning）。

④関係者間の合意を経て、計画を実施
（Implementing）、モニタリング（Monitoring）、
評価する（Evaluating）。

28



セオリー②：責任主体と協議体の協働

地域・流域レベルにおける統合水資源管理には、責任主体と協議体の強化
が重要。協議体で合意された解決策を責任主体を含む各関係者が実践し、

その結果を協議体へフィードバックすることにより、
継続的に解決策の実践と改善を行い、関係者が水問題の改善を実感。

29
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５．クラスター事業戦略の展開
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主要な協力対象国（地域）

主要対象国（地域）： 直面する水資源の利用を巡る問題の状況と、統合水資源管理の
実践状況を考慮し、統合水資源管理を強化することができる素地がある国（地域）

全国レベルでの協力の現状

地域・流域レベルでの協力の現状

国 地域 水資源の主な課題

スーダン 北コルドファン州バラ帯水層地域 地下水管理、配分

タイ・ラオス・カン
ボジア・ベトナム

メコン河流域
国際河川管理、ダムの環境社会影響、

土砂管理、生物資源管理、塩水遡上

ボリビア コチャバンバ県ロチャ川流域 水質汚濁

インドネシア ジャカルタ、他都市 地盤沈下

キューバ
アルテミサ県とマヤベケ県、ハバナ県
から選定した6つの帯水層区域

地下水管理、塩水化

モロッコ
堆砂が進行したダムがあるパイロット
流域

流域総合土砂管理

国 地域 水資源の主な課題

ボリビア 全国 地下水管理

フィリピン 全国 水資源開発・管理
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流域・集水域の保全

JICAの各種スキームの活用
他のJICAグローバル・アジェンダとの協働

【事業スキーム】

（ソフト面の支援）

➢ 技術協力プロジェクト

➢ 開発計画調査型技術協力

➢ 地球規模課題対応国際科
学技術協力（SATREPS）

➢ 課題別研修 等

（ハード面の支援）

➢ 円借款

➢ 無償資金協力

➢ 海外投融資

➢ 民間連携事業 等

相手国関係機関、開発パートナー、民間企業、NGO、大学、市民組織等
幅広く協議体に巻き込み ⇒ インパクトの増大に向けた資金動員へ

水力発電の開発

水質汚濁規制導入

生態系の保全

治水施設・河川施設の整備

水資源開発、
給水施設整備、漏水削減

ダムの堆砂対策・再開発

資源・エネルギー

自然環境保全

水資源の確保と水供給

防災・復興を通じた
災害リスク削減

課題に対する主な解決策

汚水処理施設整備

環境管理

地下水揚水規制、代替水源の確保

節水灌漑・営農改善 農業・農村開発

関連するJICAグローバル・
アジェンダ
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サステナビリティに係る取組

沖大幹

水資源の気候変動適応策、緩和策

水資源のジェンダー、人権

ネイチャー、TNFD、NbS、グリーンインフラ等

⚫生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科
学政策プラットフォーム(IPBES)地球規模評価
（2019年）に、淡水域の管理における水環境や流
域保全を考慮に入れた統合水資源管理の重要性に
ついて記述。

⚫近年では「Nature-based Solution（NbS）」や
「グリーンインフラ」なども注目されており、民間企
業においても水資源や水を含む自然に対する企業
活動の影響の情報開示を求める「CDP水セキュリ
ティ」 や「自然関連財務情報開示タスクフォース
（TNFD：Taskforce on Nature-related Financial 

Disclosures）」 などの動きがある。

水資源のガバナンス

⚫日本の水資源の経験からも、情報の公開や利
害関係者による合意形成が重視されている。

⚫協議体の運営における意味のある参加と透明
性の確保、科学的・定量的なデータの把握と公
開などに特に留意する。

⚫協議体における議論や意思決定においては、
女性や先住民族等の意味のある参加を確保。

⚫統合水資源管理が目指している社会的合意形
成においては、協議体のメンバー構成や意思
決定のプロセスにおいて、特定のグループが
排除されないようにする必要。

2010年国連総会：
「安全で清浄な飲料水
および衛生施設への
アクセスは人権である」

⚫気候変動に関する政府間パネル（IPCC） 第6
次評価報告書（AR6）WG2報告書に、気候変
動の水資源への影響について記述。

⚫適応策…統合水資源管理に係る計画策定、水
循環分析、水源選択、流域保全、生態系保全、
土地利用政策、地下水保全・涵養などの対策、
コミュニティのレジリエンス強化のための取組
等。

⚫緩和策…再生可能エネルギーである水力発電
の活用、温室効果ガスの吸収に貢献する流域
の保全、よりエネルギー消費量の少ない水資
源の開発や利用の推進等。
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統合水資源管理のデジタル・トランスフォーメーション（DX）

出典：JICA/CTII事業：オルミエ湖流域水文解析宮崎大学多炭雅博教授

衛星データを用いた実蒸発散量推定
（イラン・オルミエ湖流域）

衛星データを用いた地盤沈下解析
（インドネシア・ジャカルタ）

ピンポイントで沈下の速い地点を特定し、
原因と疑われる井戸との関係を照合。

市民参加型デジタルプラットフォーム「Decidim」
（ボリビア）

市民科学に基づく水質アプリ（ボリビア）

DXを含む革新的なツールを積極的に活用し、知見を取りまとめ横展開
34

市民による人間の五感評価手法により、
河川の汚濁具合の見える化と写真を含む情報の蓄積

市民からの水資源の課題に対する対策案の募集と、その投票を
促す（透明性確保）ための流域レベルのデジタルプラットフォーム
のトライアル

https://decidim.gobernaciondecochabamba.bo/processes/rocha/f/2/


インパクトの最大化を目指したナレッジの発信

実践的な統合水資源管理のあり方に関する英文論文
を執筆し、International Journal of Water 
Resources Developmentに掲載（⇒こちら）。

日本の水資源管理の経験と教訓をまとめた
教材（和文・英文のテキストと英文パワー
ポイント）を作成。

英文版 ＜リンク＞ 和文版 ＜リンク＞

35

https://www.tandfonline.com/doi/full/10.1080/07900627.2021.1921709
https://www.jica.go.jp/Resource/english/our_work/thematic_issues/water/materials_02.html
https://www.jica.go.jp/Resource/activities/issues/water/water_resources_exp.html


その他展開方針

36

パートナーとの協働

➢国際ネットワーク：ネットワーク型NGO「Global Water Partnership (GWP)」と連携

➢民間連携 ：TNFD情報開示や「ウォーターポジティブ」等CSRを活用、連携

➢大学 ：研究成果、 SATREPSや研究者間ネットワークの蓄積と活用、連携

モダリティ

➢ 技術協力 ：課題別研修を通じて普及し案件形成に発展

➢ 資金協力 ：事業実施を通じて課題解決するため、他GAや資金協力を活用

➢ 人材養成・確保 ：能力強化研修（23年度～）で合意形成等の専門家も受入

➢ 人材養成・確保 ：IWRM分野に関連した留学生の積極的な受入（準備中）

「日本の水資源の経験」の積極的な活用

政府等イニシアティブへの貢献 等
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６．クラスター事業戦略の目標とモニタリング
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クラスター事業戦略の目標

＜最終目標＞

➢ 水資源の確保・利用に係る問題が継続的に解決されている状態

＜中間目標①＞ （地域・流域レベル）

➢ 社会的合意形成に基づく統合水資源管理を実践している地域・流域の増加

＜中間目標②＞ （全国レベル）

➢ 統合水資源管理を全国的に推進する体制の整備

＜直接目標①＞ （地域・流域レベル）

➢ 責任主体の強化・協議体の強化・社会的合意形成に基づく解決策の実施

＜直接目標②＞ （全国レベル）

➢ 政策官庁の強化

38



クラスター事業戦略の目標（指標）

中間アウトカムの
モニタリング指標

（地域・流域レベル）
JICAの協力及びパートナーとの協働によ
り、SDG指標6.5.1による

Subnational/ Basin/ Aquifer 
levelの統合水資源管理実行レベル
が改善する国が増加する。

（全国レベル）
JICAの協力及びパートナーとの協
働により、SDG指標6.5.1による

National levelの統合水資
源管理実行レベルが改善する国
が増加する。

直接アウトカムの
モニタリング指標

（地域・流域レベル）
＜責任主体＞
・ JICAの協力及びパートナーとの協働に

より、2030年までに10以上の地
域・流域で、責任主体が強化される。
＜協議体＞
・ JICAの協力及びパートナーとの協働に

より、2030年までに10以上の地
域・流域で、協議体が新たに組織され
る、あるいは機能するようになる。
＜社会的合意形成に基づく解決策の実施＞

・ JICAの協力及びパートナーとの協働に

より、2030年までに10以上の地
域・流域で、社会的合意形成に基づく解
決策が実施され、対象地域・流域に住む

2億人以上に裨益する。

（全国レベル）
＜政策官庁＞
・ JICAの協力及びパートナーとの

協働により、2030年までに
200人以上の行政官が育成
される。
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40

７．JICAの協力事例
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41

統合水資源管理に関する協力事例

統合水資源管理の考え方に基づき、地域の水資源をめぐる具体的な課題の解決に
向けて、能力強化を行う協力を実施

ボリビア

コチャバンバ県統合水資源管理能力強化
プロジェクト

⚫ 同国第3の人口を持つコチャバンバ大都市圏の中心
地域にあるロチャ川流域が対象。

⚫ 水不足、地下水位低下、水質汚濁などの問題。
⚫ 利害関係者の協働体制の強化、法制度改善、モニタ
リング体制構築などの協力を実施。

スーダン

統合水資源管理能力強化プロジェクト

⚫ 連邦政府による全国を対象とした統合水資源管理
の実践の支援（法制度や組織体制、水収支の評価、
問題分析、計画策定等）。

⚫ パイロット地域における統合水資源管理の実践。

インドネシア

ジャカルタ地盤沈下対策プロジェクト

⚫ 首都ジャカルタの地盤沈下対策が対象。
⚫ 地盤沈下対策委員会の設置、利害関係者の理解の
促進、モニタリング体制の整備、アクションプランの
策定等。
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市北部の沿岸部では、高潮発生時に
防潮堤を越えて海水が侵入

地盤沈下により放棄されたモスクと、
後から建設された防潮堤（右端）

ジャカルタにおける地盤沈下の影響（１）

協力事例
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「抜け上がり」による構造物の被害

（地下深く支持層まで杭を打って支えている構造物は
沈下せず、地面だけが沈下するため、段差が発生）

ジャカルタ中心部の
浸水と交通渋滞

43

ジャカルタにおける地盤沈下の影響（２）

協力事例
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• 水道普及率60％
• 不安定な給水
（低水圧、時間給水）

• 実効性のない地下
水揚水規制

• 多数の違法井戸

• 多岐にわたる関係
組織、役割の重複

• 協調体制の欠如

• データ不足
• 原因に関する合意
の欠如

地下水の過剰揚水

有効な対策の欠如

地盤沈下の進行

地下の粘土層の収縮

高潮被害
浸水・洪水被害

建物への被害

被害の悪化・拡大
気候変動

－極端な降雨
－海面の上昇

地盤沈下
緩和策

モニタ
リング

体制

地盤沈下影響
への適応策

意識啓発

根本的な治水対策が不十分

問題の構図：地盤沈下が都市の脆弱性を増大
協力事例
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JAXAの人工衛星ALOS-2（だいち２号）
のセンサーを用いた広域・高精度の地盤
沈下解析を実施し、ジャカルタにおいて地
盤沈下の激しい箇所には、大量に揚水し
ている井戸があることを示した。

地盤沈下の原因について関係者の合意がなく、本格的な対策が取れない。

ピンポイントで沈下の速い地点を特
定し、原因と疑われる井戸との関係
を照合。

✓ 地下水揚水による地下水位の低下
✓ ビル建設等による荷重の増加

✓ 地層の自然な圧縮
✓ 地殻変動の影響

協力開始前

プロジェクトにおける取組

日本やバンコクでは、水源を転換し、
地下水揚水量を削減したことで地
盤沈下の進行も止まったことを、
科学的データで示した。

１ ２

科学的原因究明により関係者の合意を形成
協力事例
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地盤沈下の緩和策

◆ 地盤沈下観測井の建設、データ収集・分析体制の構築

◆ 地下水揚水規制の強化（条例の制定）

◆ 代替水源確保の促進（水道整備、雨水貯留、分散型施設）

影響の適応策

◆ 地盤沈下の将来予測

◆ 浸水解析、浸水リスクマップ

◆ 治水対策の提案

実行体制の構築

◆ 住民、行政関係者、地下水利用者等に対する意識啓発・広報

◆ 関係機関による地盤沈下対策委員会の設立

◆ 短期・中期・長期のアクションプラン作成

◆ 責任機関（公共事業省、州政府）の強化と協議体の育成

2020年1月の洪水の様子
市中心部を守る排水機場

（無償資金協力）

自治体とのワークショップ

地下水代替水源のひとつ
ジャティルフールダム

総合的な取組による対策を推進：統合水資源管理
協力事例
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クラスター事業戦略
「実践的統合水資源管理」

ジャカルタ地盤沈下対策での実践

利害関係者による
民主的な協議体を形成

⚫ 中央政府（公共事業省、鉱工業エネルギー省）と地方
政府（ジャカルタ特別州）を束ねた実施体制

⚫ 住民や地下水利用者の意識調査とリスク啓発

⚫ プロジェクト実施体制を発展させて、恒久的な地盤
沈下対策委員会を設立

水資源管理に
責任を持つ主体を育成

⚫ 実効性のある地下水揚水規制の導入

⚫ 多くの関係組織の責任分担と協働体制の明確化

⚫ モニタリング、緩和策（揚水規制等）、適応策（浸水・
高潮対策等）に関する包括的な能力強化

科学的知見・データ
に基づく合意形成

⚫ 地盤沈下観測井の建設

⚫ 衛星データを用いた地盤沈下観測

⚫ 統合データベースでデータを共有、信頼醸成

パートナーとの協働

⚫ 国内支援委員会を組織して国内の知見を動員

⚫ オランダ等の他の開発パートナーと協調

⚫ 同じ課題を持つ都市への展開を検討

クラスター戦略に基づくアプローチ
協力事例
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本クラスター事業戦略による取組
課題に対する主な解決策と

関連するJICAグローバル・アジェンダ
水資源の確保・利用に関する主な問題

地下水の過剰
揚水による
地盤沈下

高潮による
浸水被害

洪水・内水
氾濫による
浸水の長期化、
交通渋滞

建物の
抜け上がり

【本質的要因】

⚫ 地盤沈下の原因
に関する合意の
欠如

⚫ 科学的データの
不足

⚫ 多くの関係組織、
役割の重複

⚫ 協調体制や合意
形成の仕組みの
欠如

⚫ 実効性のない
地下水揚水規制、
多数の違法井戸

⚫ 地下水に代わる
水源の不足
（水道普及率
60％）

啓発期

解決策実施期

能力強化・計画策定期

公共事業大臣、ジャカルタ州知事に
対するセミナーによる啓発

本邦研修やタイからの知見共有によ
る先行事例に関する学習

中央省庁レベルと州レベルの関係
機関による協議体の設立

衛星データによる地盤沈下解析と
井戸データの照合による原因究明

地盤沈下観測井の建設、モニタリン
グ体制の整備

条例の制定による地下水揚水規制
の強化

パイロット事業として、市民啓発用
サインボードや雨水利用施設を建設

洪水対策事業の具体化に向けた
調査・計画

短期・中期・長期のアクションプラン
作成、地域開発計画への反映

衛星データによる地盤沈下
解析。井戸と沈下の関係を
科学的に立証

地盤沈下観測
井

東京ゼロメートル地帯に
おける研修

沈下量を示すサインボード

水道普及率の向上・
漏水削減

ジャカルタ首都圏総合
洪水対策事業

（地下放水路、遊水地
群、排水機場、河川改
修、調整池、オペレー
ションセンター等）

地下水に代わる
水資源の開発
（表流水、雨水）

水資源の確保と
水供給

防災・復興を通じた
災害リスク削減

水資源の確保と
水供給

円借款
協力準備調査中

統合水資源管理から、
関連JICAグローバル・アジェンダによる解決策の実施へ

協力事例
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独立行政法人国際協力機構

地球環境部 水資源グループ

〒102-8012 東京都千代田区二番町5-25 二番町センタービル

TEL：03-5226-9506

FAX：03-5226-6343

電子メールアドレス：gegwt@jica.go.jp

お問い合わせ先

ご清聴ありがとうございました。
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